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Tax Analysis 

「両用品輸出管理に係る内部コン
プライアンスに関するガイドライン」−
商務部より公布 
 
2021 年 4月 28 日、商務部は「両用品の輸出業者における輸出管理に係る内部コンプ
ライアンスプログラムの構築に関する指導意見」（商務部公告 2021 年第 10号。以下
「指導意見」）と、添付資料の「両用品輸出管理に係る内部コンプライアンスに関するガイ
ドライン」（以下「コンプライアンスガイドライン」）を公布した。「コンプライアンスガイドライン」
は、2020年 12 月 1 日における「中華⼈⺠共和国輸出管理法」（以下「輸出管理
法」）の施行後、政府が業界の輸出管理について公布した最初のガイドラインである。両
用品（通常の⺠⽣品に⽤いられるが、軍事⽬的にも転⽤可能な物品のことをいう）及び
その他の業界の輸出業者の輸出管理に係る内部コンプライアンスプログラムの構築と実施
に関する包括的で詳細かつ実施可能性の高い規範文書として、企業の貿易コンプライア
ンス上、重要な意義を持つものである。「コンプライアンスガイドライン」は、商務部が 2007
年に公布した「両用品と技術の輸出事業者における輸出管理に係る内部統制プログラム
の構築に関する指導意見」（商務部公告 2007 年第 69 号）に代わり、公布日から発
効される。 
 
 
「指導意見」の概要 
 
「指導意見」は、「輸出管理法」第 5条第 4項の規定（「輸出管理を担当する政府機
関は関連業界の輸出管理ガイドラインを適時に公布し、輸出事業者が健全な輸出管理
コンプライアンス体制を構築し、規範化経営を推進できるように誘導する」）に基づき公布
されたものである。添付の「コンプライアンスガイドライン」のほか、「指導意見」の主要内容は
以下の通りである。 
 
 
主旨 
 
「指導意見」の規定により、輸出業者は自主的かつ厳格な輸出管理関連の法律法規の
遵守、国家の安全と発展上の利益の保護、「制度の健全化・全員の参加・執行の厳格
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化・経営の規範化」を方針とした会社内部のコンプライアンスプログラムの構築・整備を実
行することにより、「誠実に経営責任を果たす企業」のイメージを確立することが求められる。 
 
基本原則 
 
「指導意見」の規定により、企業は輸出管理に係る内部コンプライアンスプログラムを構築
する際に、3 つの原則を遵守しなければならない。 
 

• 合法性 - 政府による輸出管理関連の法律法規を厳守すること 
• 独立性 - 企業内部の経営管理体系とは独立して存在するコンプライアンスプロ

グラムを構築すること 
• 実効性 - 監督管理・コントロールの役割を確実に発揮できる効果的なコンプライ

アンスプログラムを構築すること 
 
基本要素 
 
「指導意見」の規定により、コンプライアンスプログラムは 9 つの要素（政策声明の作成・組
織機構の設立・包括的なリスク評価の実施・審査プロセスの確立・緊急措置の策定・教
育トレーニングの展開・ コンプライアンス監査の整備・資料書類の保存・管理マニュアルの作
成）を備えなければならない。 
 
促進措置 
 
「指導意見」の規定により、商務部は 6 つの面から促進措置の強化に取り組む予定であ
る。 
 

• コンプライアンスガイドラインを公布し、コンプライアンスプログラムの構築について、
企業に具体的な参考事項を提供する。 

• コンプライアンスプログラムの構築・実施状況に応じて、輸出業者に許認可に関す
る相応の便宜を提供し、コンプライアンス違反に対する処罰の軽減を適用する際
の参考要素とする。 

• 情報サービスの強化・法規や政策文書の適時な公布を通じて、国内外の輸出
管理の動向に関する情報の共有を行う。 

• 各レベルの所轄政府機関や業界組織に対する宣伝や研修を企画・展開、又は
関連の支援を提供する。 

• 専門家チームの構築を強化し、政策や内部コンプライアンスプログラムの構築など
に関するコンサルティングサービスを提供する。 

• 関連の機関や組織を主導し、企業のコンプライアンスプログラムの構築に対する
評価を行う。 

 
その他の事項 
 
「指導意見」においては、その他の関連企業や機関が「指導意見」を参考として、相応のコ
ンプライアンスプログラムを構築することが提案された。 
 

• 関連企業は「指導意見」を参考として、輸入プロセス管理を含む内部コンプライ
アンスプログラムを構築することができる。 

• 商用暗号製品や覚せい剤に転用可能な化学品の輸出入に従事する事業者、
及び両用品の輸出向けにフォワーディング・貨物輸送・郵便配達・通関・第三者
電子商取引プラットフォーム及び金融などのサービスを提供する事業者は、「指導
意見」を参考として、相応の内部コンプライアンスプログラムを構築することができ
る。 

• 両用品の研究開発や生産などに従事する企業と科学技術研究院・研究所は、
実際の状況を踏まえ「指導意見」を参考として、相応の内部コンプライアンスプロ
グラムを構築することができる。 
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意義と影響 
 
「指導意見」と「コンプライアンスガイドライン」により、企業の輸出管理に係る内部コンプライアンス管理体制の構築に対して、詳細な参考事
項・指導事項が提供される。同時に、企業のコンプライアンス管理の効果的な実施、及び企業の各利害関係者・従業員の信頼感の向上
にも有益である。企業の持続可能で安定した発展、及び総合的な競争力の向上を後押しし、責任ある企業としてのイメージの確立や、秩
序ある国際経済貿易協力の推進に寄与することが期待される。その影響に関して注目すべき事項は以下の通りである。 
 
内部コンプライアンスプログラムの構築を後押しする外的要因の強化 
 
「輸出管理法」の施行は既に開始している。しかし、その実施細則や関連文書、輸出管理リストなどはまだ整備の段階であり、その他の関
連法律法規との適合作業も同時に進行されている。このような背景下で、今回公布された「指導意見」と「コンプライアンスガイドライン」は、
関連の企業や機関にとって、強制的な規定ではなく、指導的なガイドラインに該当するものである。これは「輸出管理法」の「輸出事業者が
健全な輸出管理コンプライアンス体制を構築し、規範化経営を推進できるように誘導する」との立法目的に合致する。ただし、中国におけ
る輸出管理体制の構築は加速しており、「指導意見」と「コンプライアンスガイドライン」の公布は、輸出入に従事する事業者や機関・組織
における内部コンプライアンスプログラムの構築を奨励する政府の立場を反映している。この点について、関連する企業や機関は正しく認識
する必要がある。「指導意見」では、コンプライアンスプログラムの構築・実施状況に応じて、輸出業者に許認可に関する相応の便宜を与え、
コンプライアンス違反に対する処罰の軽減を適用する際の参考要素とすることが定められている。また、商務部は関連の機関や組織を主導
して、両用品輸出業者におけるコンプライアンスプログラムの構築状況に対して定期的に評価を行うことが規定されている。これらの措置によ
り、企業の内部コンプライアンスプログラム構築を後押しする外的要因が強化され、更に、コンプライアンスプログラムの構築と整備の促進さ
れることが想定される。 
 
企業のコンプライアンスプログラムに対する監査に重要な根拠と参考を提供するコンプライアンスガイドライン 
 
コンプライアンスプログラムに対する監査をコンプライアンス管理の重要な手段の一つとして採用し、相応のコンプライアンスプログラムの評価基
準を作成して、政策として打ち出す政府や規制当局が増えてきている。例えば、アメリカ合衆国司法省刑事課（the U.S. Department 
of Justice Criminal Division）は「企業コンプライアンスプログラムの評価ガイダンス（Evaluation of Corporate Compliance 
Programs）」を作成し、検察官による企業コンプライアンスプログラムの評価、及び関連案件の評価と量刑に参考を提供している。また、
一部の国では、証券規制当局は上場企業に対して、毎年に財務監査報告書や社会的責任報告書のほか、企業のコンプライアンス状況
も開示するよう要求しており、それにより、企業のコンプライアンスプログラムに対する監査と評価の需要が発生している。中国では、輸出管
理と貿易コンプライアンスに関する法整備の進行に伴い、企業の輸出管理と貿易コンプライアンスプログラムに対する監査・評価は、企業の
コンプライアンス体制を構成する重要な一部として、常態化と標準化が進んでいる。今回公布された「コンプライアンスガイドライン」は、企業
の内部コンプライアンスプログラムの構築に指針を提供するものであると同時に、関連の政府機関や関連組織による企業のコンプライアンス
プログラム監査に枠組みや方向性を提供するものである。将来において、関連の政府機関はそれを基礎として、コンプライアンスプログラム監
査に関する基準を作成することが想定される。 
 
貿易コンプライアンスプログラムの構築を求められる主体の増加 
 
「輸出管理法」の適用対象は広範囲に及ぶ。輸出管理からの影響を受ける主体の観点から、管理品目の輸出に直接従事する事業者の
ほか、輸出事業者向けに輸出業務の関連サービスを提供する組織及び個人も「輸出管理法」によるコンプライアンス義務を負う可能性が
ある。輸出管理の対象について、通常の輸出業務のほか、管理品目の通過・中継・通運・再輸出または保税監督管理場所から国外への
輸出、及び特定の条件下での「海外輸出」も含まれる。上述の規定は今回の公布された「指導意見」にも反映されている。「指導意見」で
は、両用品の輸出事業者が主な適用対象と定められたが、「両用品の研究開発、生産を行う企業、及び両用品の輸出向けにフォワーデ
ィング・貨物輸送・郵便配達・通関・第三者電子商取引プラットフォーム及び金融などのサービスを提供する事業者などの主体も、「指導意
見」の原則と要素を参考に、相応の内部コンプライアンスプログラムを構築することができる」ことが記載された。従って、輸出管理と貿易に
関するコンプライアンスプログラムの構築は、管理品目の輸出に従事する事業者にのみ課される事項に留まらず、関連サプライチェーンの川
上・川下業界の所属企業もこれを重視した上で、相応の対応措置を講じる必要がある。 
 
コンプライアンスプログラムの複数の国における適合性という課題への対応 
 
輸出管理制度を確立し、コンプライアンスプログラムを構築するよう企業を誘導するのは、多くの国で採用されている一般的な施策方針で
あり、各国が輸出管理制度を確立する過程で国際慣行とされるルールが形成された。今回公布された「コンプライアンスガイドライン」におい
て、企業のコンプライアンスプログラム構築に関する 9 つの基本要素が明確に定められた。これらの要素は、米商務省より公布された「輸出
管理コンプライアンスプログラム」（「Export Compliance Program」、「ECP」と略称）の関連ガイドラインとの間に、いくつかの類似点が
見受けられる。また、国際標準化機構（International Organization of Standardization）が 2021 年 4 月 13日に発表した ISO 
37301:2021「コンプライアンス管理システム−実行に関する要件・ガイダンス」（「Compliance management systems - 
Requirements with guidance for use」）の内容とも、整合性が取れている。ただし、実務の状況と監督管理上の需要を勘案した上で、
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各国の規制の間に、内容と重要事項の面で差異が生じることも想定される。従って、国際業務に従事する企業グループは、コンプライアンス
プログラムの構築と実施にあたって、コンプライアンスプログラムの複数の国における適合性についても考慮する必要がある。参考資料として、
本末の付表に「コンプライアンスガイドライン」と「米国 ECP ガイドライン」との関連要素の例示と比較を行った。 
 
 
コメント 
 
効果的なコンプライアンス管理体制の構築は、企業が持続可能かつ安定な発展やリスクマネジメントを確保するための必要な措置である。
効果的なコンプライアンス管理体制を構築するため、独立した機能を確保すると同時に、企業の業務体制と密接に融合・調和し、かつ高
い実施可能性と管理性（例：独立の業務管理書式と関連報告フローを有する）を確保する必要がある。その上で、コンプライアンス体
制又はコンプライアンスプロセスと業務とを緊密に結びつける必要がある。つまり、企業がコンプライアンス管理体制を構築する際には、自身
の実際の状況と需要を正確に把握した上で、企業の発展戦略と事業の方向性に合ったコンプライアンスプログラムを構築する必要がある。 
 
弊所の考察に基づき、各企業は輸出管理のコンプライアンス体制の構築に関して、往々にして異なる段階にあり、異なる課題を抱えている。
弊所のアドバイスは以下の通りである。 
  
• 一部の欧米多国籍企業又は本部を中国に置いている企業は、「指導意見」と「コンプライアンスガイドライン」が公布される前より、他

国のコンプライアンスガイドライン（例：米商務省による ECP ガイドライン）を参照した上で、現地化された輸出管理コンプライアンス
プログラムの構築を推進中又は完了している。これらの企業は、中国商務部による「指導意見」及び「コンプライアンスガイドライン」への
対応作業を進めることで、自身のコンプライアンス体制の更なる整備の実施が推奨される。 
  

• 一部の在中欧米企業は、その本部によって輸出管理コンプライアンス体制が構築されており、現地化した輸出管理措置は不十分と
なっている可能性がある。これらの企業は、本部による輸出管理コンプライアンス体制への適合を確保しつつ、「指導意見」及び「コンプ
ライアンスガイドライン」に基づき、中国商務部が推奨した社内コンプライアンスプログラムの構築に取り組むことが推奨される。 
 

• 貿易コンプライアンス体制を構築していない企業、特に「指導意見」と「コンプライアンスガイドライン」の適用対象となる両用品輸出事
業者は、早急にコンプライアンスプログラムの構築に取り掛かることが推奨される。その際に、「指導意見」の原則・基本要素・関連プロ
セスに基づき、企業の基本状況分析とリスク評価から着手する。輸出管理コンプライアンスプログラムは、企業の運営・管理モデルへの
適合・企業のリスクマネジメント上の需要への合致・権限と責任の明確化が反映され、かつ実施可能性を有するものが構築されること
が推奨される。 

 
また、企業は企業全体における「トップダウン型」コンプライアンスの企業文化と習慣を形成することで、コンプライアンス体制の土台作りに寄
与することが推奨される。そのために、コンプライアンスに関する社内の教育の強化・コンプライアンスの精神の尊重・コンプライアンスに関する
企業文化の醸成・全従業員のコンプライアンス意識の向上を実施することが推奨される。
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付表：「コンプライアンスガイドライン」と「米国 ECP ガイドライン」との要素比較 
 

「コンプライアンス 
ガイドライン」 

「米国 ECP ガイドライン」* 概要説明 

1. 政策声明の作成 Management commitment  
（マネジメントの承諾） 

2 つのガイドラインでは、貿易コンプライアンス体制の構築と整備に対する企
業のマネジメント陣の重視と推進が重要視されており、かつ関連コンプライア
ンス体制を全員（従業員と事業提携パートナーを含む）で実施することが
推奨されている。 
 

2. 組織機構の設立 N/A 「米国 ECP ガイドライン」では、当該要素は単独で例示されなかったが、関
連の内容は、その他の要素で言及されている。 
 

3. 包括的なリスク評価の
実施 

Risk assessment  
（リスク評価） 

「コンプライアンスガイドライン」では、特に技術・研究開発、輸出管理の対象
となる情報の国外への提供に対するリスク評価に言及されており、かつその
重要性が強調されている。 
 
「米国 ECP ガイドライン」では、集約モデル（本部が統一管理を実施する
か、又は本部が指導原則のみを提供するモデル）と分散モデル（各地の支
社が高度な自治権を持つモデル）の 2 つのコンプライアンス体制について分
析されており、リスクのモニタリングとマネジメントにおける組織内の良好なコミ
ュニケーションの維持の重要性が強調されている。 
 
2 つのガイドラインでは、最終顧客/最終用途に対するデューディリジェンスと審
査の重要性が強調されている。 
 

4. 審査プロセスの確立 Export authorization  
（輸出授権） 

「コンプライアンスガイドライン」は、取引プロセスに基づき、契約の締結前、締
結中、許可証の申請と契約の履行等の段階に必要な審査手順と要点に
ついて、ガイダンスを提供するものである。 
 
「米国 ECP ガイドライン」は、コンプライアンス要素を出発点として、主体・対
象物品・許可証又は許可例外の適用シーン・及び最終顧客・最終用途等
の面から、コンプライアンス管理を実施するものである。 
 
2 つのガイドラインでは、必要に応じて、情報手段を通じて取引のコンプライア
ンス審査を行うことが推奨されている。 
 

5. 緊急措置の策定 Handling export violations 
and taking corrective actions  
（輸出違法事項の処理と改正
措置の実施） 
 

「米国 ECP ガイドライン」では、コンプライアンス文化の醸成の重要性が強
調されている。 
「コンプライアンスガイドライン」では、明確な奨励懲戒制度を確立する必要
性が指摘されている。 

6. 教育トレーニングの展開 Training （トレーニング） 2 つのガイドラインでは、職責内容によって、職位別に異なるトレーニング内容
を提供するよう推奨されている。 
 

7. コンプライアンス監査の
整備 

Audits （監査） 2 つのガイドラインでは、「監査は全体監査と特別監査に分けられる。企業
はリスク評価の需要に基づき、実際の監査計画を作成し、具体的な状況に
基づき内部監査を実施するか、又は外部機関に監査を依頼するか決定す
る必要がある。また、企業は監査結果に基づき、コンプライアンス体制の継
続的な改善に取り組み、かつ関連対策を実施する必要がある」と指摘され
ている。 
 

8. 資料書類の保存 Recordkeeping  
（書類の保存） 

2 つのガイドラインでは、輸出管理の関連文書の保存における完全性と正
確性の重要性が強調され、関連貿易文書の保存及び保管の実施要点が
明確化されている。「米国 ECP ガイドライン」では、関連文書の保存年限に
ついて具体的な要求が明確化されている。 
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9. 管理マニュアルの作成 Build and maintain your 

export compliance manual  
（輸出コンプライアンスマニュアル
の作成と更新） 
 

2 つのガイドラインでは、関連マニュアルの実施可能性と取得可能性の重要
性が強調され、かつ新たな貿易環境と規制環境に適応するために、適時に
マニュアルを更新する必要性が指摘されている。 

 
*「米国 ECP ガイドライン」には 8 つの要素が含まれる。上表では、「コンプライアンスガイドライン」と比較しやすいように、要素を並び替えている。 
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